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横浜ベイブリッジは，1981 年（昭和 56 年）10 月に着工し，8 年の歳月を経て 1989 年（平成元年）
9 月に開通した全長 860m の 3 径間連続鋼トラス斜張橋で，2 層構造の斜張橋としては世界最長であった。
当時としては最新手法で耐震設計されていたが，1995 年（平成 7 年）1 月の兵庫県南部地震以降，耐震
基準が見直され，橋の供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度を持つレベル 2 地震動を考慮した補
強設計を実施した。現地では，2006 年（平成 18 年）4 月より関係機関協議を開始し，端橋脚に「増設リ
ブ」「隣接橋落橋防止構造」「アップリフト防止ケーブル」および，主塔に「段差防止構造」「緩衝材」等約
700t の補強部材を架設し，2 年後の 2008 年（平成 20 年）3 月に完成した。本工事は，わが国における
吊構造形式の長大橋を対象としたレベル 2 地震動に対する耐震補強の先駆けとなるものである。
キーワード：斜張橋，長大橋耐震，レベル 2 地震動，耐震補強，落橋防止システム

1．はじめに

横浜ベイブリッジは，1989 年 9 月に開通した首都高
速道路高速湾岸線のうち，横浜港の玄関口である大黒ふ
頭と本牧ふ頭を結ぶ全長 860m，中央径間長 460m の 3
径間連続鋼トラス斜張橋である（図 1）。主構は上層に
首都高速道路，下層に一般国道 357 号が走行するダブル
デッキトラス構造からなり，その主構を 2面のファン型
ケーブルで吊っている。下層の一般国道 357 号は 2004
年（平成16年）4月に暫定2車線で供用が開始されている。
（図 2）。

横浜ベイブリッジの耐震設計は，当時としては最新手
法で行われており，動的解析の入力地震動は，架橋地点
周辺で発生した地震情報に基づき，比較的長周期成分を
多く含む地震動を作成している 1）。しかし，1995 年（平
成 7年）1月に発生した兵庫県南部地震以後，耐震基準
が見直しされ，橋の供用期間中に発生する確率は低いが
大きな強度を持つレベル 2地震動を考慮することとなっ
た 2）。首都高速道路の横浜ベイブリッジを含む吊構造形
式の長大橋においても，レベル 2地震動に対する耐震性
評価と耐震補強方法に関する検討 3）,4）が行われた。こ
れらの検討は，基本方針の策定，レベル 2地震動の作成，

〜横浜ベイブリッジ耐震性向上工事〜

図 1　横浜ベイブリッジ全体概要図
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非線形動的解析の実施，解析応答値を用いた損傷評価と
補強構造の検討という流れで行われた。
本文では，横浜ベイブリッジのレベル 2地震動に対す

る耐震工事の設計および施工概要について報告する。

2．工事の概要

以下に工事概要を示す。
（1）工事概要

工事名：（改負）横浜ベイブリッジ耐震性向上工事
場　所：神奈川県横浜市鶴見区大黒ふ頭地先他
工　期：2006 年 4 月 1 日〜 2008 年 3 月 20 日

（2）主要工種

a）端橋脚
	 段差防止構造　　　　　　　約	191t
	 変位制限装置　　　　　　　約	69t
	 橋脚補強　　　　　　　　　約	255t
	 アップリフト防止ケーブル　約	94t
b）主塔

	 段差防止構造　　　　　　　約	38t
	 緩衝材　　　　　　　　　　約	31m2

（3）実施工程

本工事は，表 1の通り 2年を要した。
（4）施工条件

本工事の主な施工条件を下記に示す。
a）周辺自然環境

横浜ベイブリッジ周辺の自然環境として，2007 年台風
9号通過時に風速 30m/s を記録するなど，作業場所が海
上約 50mに位置することで，より外洋に近い厳しい環
境のもと気象海象の予知判断が安全上重要であった。
b）周辺物流環境
本工事は，首都高速湾岸線，国道357号の供用下および，
日平均入港船舶数約 100 隻の横浜港内で実施された。特
に，資機材及び人員の移動は，全て海上運搬によるもの
で，常に横浜国際航路を横断する動きとなり，航行船舶
との衝突に注意を要した。特に，資機材の航路横断運搬
の際は，3日前から横浜市港湾局，横浜海上保安部，横
浜ポートラジオに連絡を取り，航行船舶に注意を促した。

3．設計の概要

（1）基本方針

目標とする耐震性能は，レベル 2地震動によって生じ
る損傷が限定的なものにとどまり最悪の事態である落橋
や倒壊が起きないことを目標としている。横浜ベイブ
リッジの耐震補強方法は，耐力が不足している構造部位
は耐力を増すような補強を行い，回避できない損傷に対
しては落橋防止構造システムの機能を向上させるような
補強を基本とし，目標とする耐震性能を確保するもので
ある。
（2）横浜ベイブリッジの耐震性評価

吊構造形式の長大橋梁に生じる損傷は，個々の損傷が
独立して現れるのではなく，ある損傷が起点となって別
の損傷を引き起こすというような連鎖現象として現れ
る。本工事に先立ち発注者（委員会）において，橋梁全
体系としての耐震性を確保する上で重要な構造要素の損
傷や機能の喪失を考慮した解析モデルを作成し，レベル
2地震動による地震応答の変化や地震後の死荷重に対す
る応答を解析的手法によって求めた。さらにこれらの結
果に基づいて，主要な構造要素に生じる損傷の関係を整
理し，上述したような損傷の連鎖現象を考慮した損傷連
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図 2　横浜ベイブリッジ断面図

表 1　全体工程表
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関図を作成し，当該橋梁で許容できる損傷と許容できな
い損傷が分類された（図 3）。横浜ベイブリッジの耐震
性評価において，許容できない損傷と判定されたものは，
以下のとおりである 4）。
①橋軸直角方向の地震力による端橋脚柱の耐力超過
②	橋軸直角方向の地震力による桁端変位に伴う隣接桁
の押し出し
③	橋軸直角方向の地震力によるエンドリンクの脱落に
伴う桁端の浮上り
④	橋軸方向の地震力による主塔部のタワーリンクの脱
落に伴う主構の沈下
⑤	橋軸直角方向の地震力によるトラス桁下弦材の溶接
部の角割れ等
本工事では，これらの損傷に対して耐震補強を実施した。

4．耐震補強の設計概要と施工

（1） 端橋脚の補強

橋軸直角方向のレベル 2地震動により，端橋脚のウィ
ンドタングシステム（写真 1に示す橋軸直角方向の水平
支承構造）を介して端橋脚の最大水平耐力を超過する大
きな水平力が作用することが橋梁全体系モデルの非線形
動的解析により確認された。よって，端橋脚の脚柱内部
に耐力向上を目的とした縦リブ増設による補強を行い，
安全性を確保した。
ただし，端橋脚の橋脚柱部を過度に補強してしまうと，
損傷部位が橋脚柱基部のアンカー部へ移行してしまう可
能性がある。地震後にアンカー部の損傷を補修すること
は困難であるため，アンカー部の耐力を超過しない範囲

H.W.L  TP 0.903

200 000
860 000

200 000 460 000

遊歩道

P1 P2

主ケーブル

展望ラウンジ

P3 P4

図 3　横浜ベイブリッジにおける許容できない損傷
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写真 1　横浜ベイブリッジの構造概要図
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に橋脚柱部の補強量を制限することとし，FEM解析で
補強量を検証した。
端橋脚の補強は，縦リブ増設補強の他にコーナープ

レート，および，橋脚柱基部における充填コンクリート
による補強とした。補強の範囲および，縦リブとコーナー
プレート増設補強の構造詳細を図 4に示す。
脚フランジの縦リブ補強は，既設縦リブ間に配置し，
施工性を考慮し脚ダイヤフラム間で上下 2分割構造とし
た。増設縦リブと脚フランジは現場溶接，上下の増設縦
リブ同士は高力ボルト摩擦接合，脚ダイヤフラムを介し
た増設縦リブ同士は高力ボルト引張接合にて連続構造と
した。また，脚フランジとウェブの角部に設置するコー
ナープレート補強も施工性を考慮し，脚ダイヤフラム間
で上下 2分割構造とした。コーナープレートと脚および
上下コーナープレート同士は現場溶接としたが，コー
ナープレートと脚ダイヤフラムは，溶接時の卓越した拘
束力によるラメラティアの発生が窓形拘束溶接割れ試験
により判明したためメタルタッチ構造（非溶接）とした。
また，現場では増設縦リブとコーナープレートの 1部
材当たりの平均重量は約 200kg で，脚基部マンホールか
ら取込み，脚内を小型ウインチにて吊り上げ取付た。
（2） 端橋脚（隣接橋側）の落橋防止システム

レベル2地震動による橋軸方向の桁端変位量は，横浜ベ
イブリッジと隣接橋の遊間 1.50mを越える 2.41mである

ことがわかった。このような大きな軸方向変位が生じる
と，横浜ベイブリッジが隣接橋に衝突し押し出すことに
より，隣接橋は端橋脚から落橋する可能性がある（図 3）。
そこで，隣接橋の落橋を防止するため，下弦材直下に
縁端拡幅を兼ねた段差防止構造を設置し，また，端橋脚
の中央付近に変位制限装置を設置した（写真 2）。
a）隣接橋の段差防止構造
段差防止構造の形状は，橋軸方向と橋軸直角方向の桁
かかり長を確保するように設計した。また，地震後の支

承部復旧に時間がかかることが想定されることより，段
差防止構造の設計荷重は死荷重＋活荷重としている。さ
らに，段差防止構造の下弦材との段差遊間を 50mmとし，
後述するアップリフト防止ケーブルにより本橋の上昇量
を 50mmとすることで，道路橋示方書 ･耐震設計編に記
載されている，地震後の路面段差量（50mm〜 100mm）
を満足させ，地震後の緊急車両の通行等を確保する構造
とした（図 5）。
段差防止構造は，1基当たり部材重量が約 46t と重く，
輸送および架設時に偏心してしまうことを防ぐため，3
部材で構成した（写真 3）。既設下弦材に吊り上げ設備
を設置し，ウインチにより順次架設した。

図 4　端橋脚の補強範囲と構造
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b）隣接橋の変位制限装置
変位制限装置の設計には，レベル 2地震動による隣接
橋の橋軸直角方向の変位だけでなく，橋軸方向へ落橋す
る方向に移動しながら，橋軸直角方向に変位した場合に
も機能するように，変位制限装置の端橋脚横梁上に設置
する脚付ストッパーを橋軸方向に張出した形状としてい
る。1 基の脚付ストッパー（重量約 30t）と 2 基の下路
横桁付ストッパー（重量約 8t/ 基）で構成されており，
設置延長は約 14mと広範囲であった。架設位置と国道
357 号との位置関係より，一般国道 357 号の脇の既設主
構内に吊り上げ設備を設置し，補強部材を吊り上げて橋
脚上に引き込んだ後，横取りして所定の位置に設置した
（図 6）。

（3） 桁端の浮上がりに対する補強

端橋脚のウィンドタングシステムが損傷すると，橋軸
直角方向の拘束が低下するため，エンドリンクに変形可
能な回転角を大きく超える面外変形が生じることになる
（図 3）。エンドリンクは常時に生じる負反力を支持して
いるため，その機能が失われると死荷重によって桁端が
約 2m上昇すると予想された。そこで，地震動による挙
動に追従可能で，地震後の路面段差を制御することので
きるアップリフト防止ケーブルを主構端部（既設の垂直
材直下の下弦材）と端橋脚の脚柱基部を結ぶように設置
して，安全性を確保した（写真 4）。

アップリフト防止ケーブルは，直径がφ 165 のセミパ
ラレルワイヤーケーブル（SPWC）を使用した。
ケーブル 1本あたりの重量は約 5t で，主構の下弦材
側の鋼製ブラケットへは上方向へ差込み作業となるた
め，ウインチにより吊り上げて定着した（写真 5）。一方，
脚柱側の鋼製ブラケットへは下方向へ差込み作業となる
ため，端橋脚のフーチング上に海上運搬した25tラフター
クレーンを使用して定着した。
また，地震時に路面の上昇量を制御するためには，エ
ンドリンク脱落後速やかにアップリフト防止ケーブル
を機能させる必要があるため，ケーブルには初期張力

図 6　変位制限装置の架設概略図
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を導入した。初期張力を導入することで既設エンドリン
クには圧縮軸力が付加されるため，エンドリンクの応力
照査を行った上で，初期導入張力はケーブル 1本あたり
700kN（ケーブル耐力の約 4％）とわずかな量とした。1
箇所あたりケーブルを 2本配置する構造であり，張力導
入作業は 2本同時にセンターホールジャッキにより行っ
た。さらに，最初の張力導入から 1ヶ月後に同じジャッ
キを用いて張力を確認し，張力低下が生じていないこと
を確認した。
（4） 主塔段差防止構造

主塔部においても端橋脚と同様に，ウィンドタングシ
ステムで橋軸直角方向の水平力に抵抗している。レベル
2地震動によりウィンドタングシステムが損傷すると，
橋軸直角方向の拘束が低下するため，タワーリンクに許
容回転角以上の面外変形が生じ脱落する可能性がある。
タワーリンクが脱落すると，補剛桁が沈下し，斜張ケー
ブルの張力が増大する。最も厳しい最下段ケーブルの張
力は破断耐力を超えることはないが，万が一最下段ケー
ブルが破断等の損傷に至ることで他のケーブルや補剛桁
に損傷が連鎖的に移行しないように，主塔横梁上に補剛
桁に対する段差防止構造を設置し，主構の鉛直方向下向
きの沈下量を制限して，安全性を確保した（写真 6）。

また，タワーリンクが脱落し，主構が段差防止構造に
支持された状態において，地震動により段差防止構造上
で主構が振動することが考えられる。これにより，段差
防止構造およびこれを支持する既設構造にその水平力が
作用し，損傷することが考えられた。そこで，その摩擦
に伴う水平力を低減するため，主塔部段差防止構造の天
端部は，地震動のような振動に対しても摩擦係数の低減
が期待できる繊維強化熱硬化樹脂を使用したすべり材を
内蔵させた構造とした。橋軸直角方向の地震時には，図

7に示すように，すべり材の上に設置している上鋼板が

主構の変位と共に移動する。主塔部段差防止構造は，こ
のように移動した場合においても，すべり材の範囲を包
括するように，上鋼板を橋軸直角方向へ広げた形状とし
ている。また，地震後の復旧時には，主構をジャッキアッ
プしタワーリンクを取り付ける必要がある。ジャッキ
アップ時においては，橋軸方向に 3ブロックに分割され
ている段差防止構造（写真 6）の中心ブロックのみを残
し死荷重を負担させ，両側の 2ブロックを撤去すること
でジャッキアップスペースを確保することを想定した構
造とした。

5．あとがき

本文では，長大斜長橋である横浜ベイブリッジに対す
る耐震補強の設計概要と施工について述べた。現在，横
浜ベイブリッジにおいては，レベル 2地震動によるトラ
ス下弦材に生じる角割れ等に対する補強工事を 2008 年
度中の完成を目標に継続実施している。最後に，横浜ベ
イブリッジ耐震性向上工事を実施するに当たり，首都高
速道路㈱神奈川管理局保全設計第一グループおよび，保
全工事グループの方々をはじめ，横浜市港湾局，横浜海
上保安部の皆様にはさまざまな助言・ご指導をいただい
た。ここに心よりお礼を申し上げて本報告を終える。

参考文献

1）首都高速道路公団：横浜ベイブリッジ工事誌，1994.
2）日本道路協会：道路橋示方書・同解説 ･耐震設計編，	
2002.

3）小森和男，吉川博，小田桐直幸，木下琢雄，溝口孝
夫，藤野陽三，矢部正明：首都高速道路における長大
橋耐震補強の基本方針と入力地震動，土木学会論文集，
No.794/I-72，pp1-19，2005.

4）小森和男，吉川博，小田桐直幸，木下琢雄，溝口孝夫，
藤野陽三，矢部正明：首都高速道路における長大橋耐
震補強検討，土木学会論文集，No.801/I-73，pp1-20，
2005.　

図 7　主塔段差防止構造の機能
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写真 6　主塔部段差防止構造
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